
- 31 -

事 業 名 金 額 説 明

・国、県指定文化財を良好な状態で保存し、活用を図るた
文化財保存事業費補助 ９８,３０７ め、所有者や市町村が実施する保存修理等の事業に対し

補助金を交付。
［事業内容］
①県指定文化財保存活用等10件 13,790千円
②国指定文化財保存活用等20件 55,247千円
③埋蔵文化財発掘調査等19件 25,501千円
④防災設備保守点検等８件 1,826千円

文 化 財 保 護 課 ⑤はにわ公園建設費補助１件 1,943千円

・Ｈ23年度（Ｈ24年１月）開催予定のインターハイスケー
伊香保リンク ２７０,０００ ト競技・アイスホッケー競技選手権大会の開催に向け、
屋内第１リンク改修 屋内第１リンクの大規模改修工事（耐震補強・リンク冷

債務負担行為 却設備更新等）を行う。
ス ポ ー ツ 健 康 課 (１５０,０００) 工期：Ｈ22年度～Ｈ23年度

・「スポーツ県群馬」宣言に基づき、県のスポーツ水準を
競技力向上対策費補助 ２００,０００ 高め、国体及び各種全国大会で優秀な成績を収めるため､

各団体が実施する競技力向上対策事業に対し助成を行う｡
・対象団体
県体育協会加盟40競技団体、学校体育団体、県体育協会
・対象事業
・団体対策 167,200千円
・競技力向上ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ対策 6,330千円
・総合一貫強化対策 17,600千円

ス ポ ー ツ 健 康 課 ・競技力向上推進費 8,870千円

（新規） ・Ｈ22年に群馬県で開催する第６５回国民体育大会関東ブ
第６５回国民体育大会 ５３,０２４ ロック大会の開催県負担金。
関東ブロック大会開催 ・中心会期：８月２０日(金)～２２日(日)

・実施競技：３３競技
ス ポ ー ツ 健 康 課

〈警察本部関係〉

事 業 名 金 額 説 明

・警察官を16人増員。（全国で868人の増員）
警察官の増員 ４８,３６４ ・群馬県の警察官定員 H21：3,341人 → H22：3,357人

・科学捜査力の充実を図るため警察署鑑識体制を強化。
（警）警 務 課

（新規） ・指揮室は、大規模警衛・警護、災害発生時等において映
指揮室映像システム更新 １８,５００ 像や無線通話等を通じて現場状況を把握し指揮を行う危

機管理及び事件・事案指揮における中枢施設。
債務負担行為 ・庁舎新築時(Ｈ９年)に設置され１３年が経過し、機器等

（警）会 計 課 の劣化が著しいため更新。(１０４,０００)

・現施設の老朽化、狭隘化に伴う移転整備。警察需要と職
伊勢崎警察署移転整備 ２,５００,０００ 員数の増加に対応。

・移転先：伊勢崎市鹿島町地内
（警）会 計 課 ・Ｈ21～22年度の２ヵ年事業、Ｈ22年度末移転予定。

・老朽化･狭隘化した高崎署島野駐在所及び中居駐在所を統
交番･駐在所新改築整備 ３７,０００ 合･廃止し、(仮称)島野交番を新設。３６５日２４時間体

制を確立する。
（警）会 計 課 ・治安情勢に対応した所管区見直しと合わせて実施。
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事 業 名 金 額 説 明

・国庫補助事業分(国庫1/2) 686,073千円
交通安全施設整備 １,６２７,７３３ 交通管制システム充実、信号機新設２６基、

信号機改良など
・県単独事業分 941,660千円
信号機新設３４基、信号機改良、道路標識･道路

（警）交 通 規 制 課 標示の新設・改良など

〈企業局関係〉

事 業 名 金 額 説 明

・産業基盤整備のため新たな工業団地開発を推進。
新規工業団地整備 １,７０８,５２０ ・新規工業団地造成 1,658,520千円

（３地区、用地買収及び造成等）
・新規工業団地開発調査 50,000千円

（企）団 地 課 （１地区、調査費）(団地造成事業会計)

・産業系に用途変更した既存団地の造成を実施。
既存団地の計画変更 １,７３４,８２３ ・板倉ニュータウン産業地区

1,038,893千円（北地区、造成等）
・多田山地区

（企）団 地 課 695,930千円（北エリア、造成等）(団地造成事業会計)

・工業団地の分譲促進に取り組み、企業立地を推進。
工業団地分譲促進 ２９,０００ ・「工業系団地販売仲介制度」の活用 29,000千円

工業系団地の早期販売を図るため民間の力を活用
対象団地：企業局が造成した工業団地等

ただし0.9ｈａ以上の区画
手数料：契約金額の１％（上限３千万円）
・予約分譲の推進

（企）団 地 課 早期分譲を進めるため造成工事完了前から予約分譲推進(団地造成事業会計)

・低炭素社会の実現とエネルギーの自給率向上に貢献する
クリーンエネルギー導入推進 ８７９,０５０ ため水力発電所建設や太陽光発電設備の導入を推進。

・水力発電所建設（電気事業会計）
・八ッ場発電所建設
最大出力：11,700kW
109,000千円（総事業費：約60億円）

・新利南発電所建設
最大出力： 1,000kW
706,000千円

・太陽光発電導入（水道事業会計）
・東部地域水道施設に太陽光発電設備設置
ろ過池の覆蓋化事業に併せて太陽光発電設備設置(電気事業会計 )

（企）発 電 課 ・ 水 道 課 64,050千円(水道事業会計 )
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〈病院局関係〉

事 業 名 金 額 説 明

（新規） 病院事業職員定数条例を改正し、合計１２２名の定数増
看護体制充実 － を図る。

このうち看護師については、①高度医療提供体制の充
実、②患者サービスの向上、③看護師労働環境の改善を図
るため、現行６４２名から７５５名へ１１３名増員する。
・心臓血管センタ－に７対１看護体制を導入
・精神医療センタ－の医療観察法小規模病棟への対応
・小児医療センターのＰＩＣＵ、ＮＩＣＵの増床への対
応

県 立 ４ 病 院 (病院事業会計) ・４病院の夜間勤務等の看護体制を整備

（新規） ・医療観察法に基づく指定入院医療機関として小規模病棟
医療観察法小規模病棟整備 ２１１,５１２ （１５床＋予備１床）を新設

債務負担行為 ・現在小規格病棟６床を運営しているが、今後の対象者へ
の対応等を図るための施設整備を行う。(６７６,２５２)

内訳 ・施設整備費 200,848千円
精 神 医 療 セ ン タ ー (病院事業会計) ・運営費 10,664千円

（新規） ・不足しているＮＩＣＵを１２床から１５床へ増床
ＮＩＣＵ（新生児集中治療 ４１０,７９０ ・母体・新生児救急搬送の受入率向上を図る。
室）増床整備 内訳 ・改修工事費 208,000千円

・患者情報システム整備費 142,405千円
小 児 医 療 セ ン タ ー (病院事業会計) ・医療機器購入費 60,385千円

（新規） ・ＰＩＣＵの運用病床を６床から８床へ増床
ＰＩＣＵ（小児集中治療 ９４,８３４ ・併せて、医師、看護師、臨床工学士の体制を整備
室）増床 ・新生児の心臓外科手術や、循環器科の患者数の増加への

対応を図る。
小 児 医 療 セ ン タ ー (病院事業会計)


